
２．この更正の請求に関連する法人税の申告がある場合は、その写しを添付してください。

３．従業者数の算出に誤りのある場合は、「課税標準の分割に関する明細書」を添付してください。

【添付書類】
１．法人税額について国の税務官署の更正等を受けたことにともなう市民税法人税割に係る請求は「法人税の更正通知書」
　　の写しを添付してください。
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（ ふ り が な ）

代 表 者 氏 名

地方税法 条 の規定に基づき、次のとおり更正の請求をします。
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